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埼玉県の住まいの現状
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（１）人口減少時代の到来

　本県の平成22（2010）年の人口は約719万人、世帯数は約284万世帯です。今後しば

らくは人口・世帯数とも緩やかに増加した後、人口は平成32（2020）年に、世帯数は

平成42（2030）年には減少に転じていると予想されています。

　また、合計特殊出生率は、平成に入ってから徐々に減少を続け、平成16（2004）年

には1.20まで落ち込みました。平成22（2010）年は1.32と国の1.39を下回り、全国第40

位と低い値になっています。

第１章　埼玉県の住まいの現状

１ 社会環境の変化

人口・世帯の推移・将来推計

合計特殊出生率※の推移

出典：国勢調査（～H22）　埼玉県政策形成基礎調査（H27～）

出典：平成22年人口動態調査
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（２）進む高齢化と住宅確保要配慮者の増加

　今後数年で本県の成長を支えてきた団塊の世代の方々が65歳以上に達するため、高

齢化は今後も急速に進展するとみられます。65歳以上人口は、平成22（2010）年に146

万人、平成27（2015）年に180万人、平成32（2020）年には198万人となり、県人口の約

４人に１人が高齢者になると予想されています。

　世帯総数に占める高齢者世帯の増加も顕著です。高齢者単身世帯数は、平成22（2010）

年の20万世帯が平成32（2020）年には1.6倍の32万人に、高齢夫婦のみ世帯数は、平成

22（2010）年の29万世帯が平成32（2020）には1.4倍の40万世帯に、それぞれ増加する見

込みです。

　また、外国人、障害者、DV被害者などの住宅確保要配慮者も、増加傾向にあります。

総人口に占める高齢者の状況と推移予想

総世帯数に占める高齢者世帯の状況と予想

出典：国勢調査（～H22）　埼玉県政策形成基礎調査（H27～）

出典：国勢調査（～H22）　埼玉県政策形成基礎調査（H27～）
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（３）環境問題への対応

　家庭部門からのCO2排出量は、平成21（2009）年度で809万tであり、基準となる平成

2（1990）年度に対して42.5%増加しています。家庭部門のCO2排出量は、CO2総排出量

の約21%（平成21（2009）年度）と大きな比率を占めています。
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出典：2009（H21)年度温室効果ガス排出量（速報値）
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（４）所得の減少と就労機会の減少

　長引く景気の低迷により、住宅の確保に支援が必要となるような年収400万円未満

の低所得者層が増加傾向にあります。

　特に、子育て期を迎え新たな住宅取得を考える割合が高い35～45歳男性の年収が、

減少傾向にあります。
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出典：住宅・土地統計調査（平成20年）

出典：住宅・土地統計調査（平成15・20年）
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（１）住宅数、持家率、空き家率の推移

　県内の住宅ストック数は、年々増加しています。平成15（2003）年から平成20（2008）

年までの間、年間で約７万戸が新たに建設され、約５万戸が除却されました。また、

新築着工（フロー）では持ち家率が約66％と、高い状況です。

　また、県内の空き家も増加しており、平成20年には約32万戸の空き家が発生してい

ます。このうち約３割は賃貸も売却もされず、住宅市場で流通されていない状況です。

２ 住まいの状況
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出典：建築着工統計、住宅・土地統計調査（平成20年）
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（２）居住水準の変化

　最低居住面積水準未満率世帯の割合は、平成15（2003）年の4.2％が平成20年（2008）

には4.0％と改善傾向にあります。また、誘導居住面積水準達成世帯の割合は、平成

15年の49.5％が平成20年に51.4％に改善しているものの、子育て世帯においては平成

15年の33.5％が平成20年に32.1％と改善が図られていません。

　また、高齢者の単身・夫婦のみ世帯が広い住宅に居住する一方で、子育て世帯が狭

小な住宅に居住するなど、世帯規模と住宅規模のミスマッチが見られます。
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出典：住宅・土地統計調査（各年）

出典：住宅・土地統計調査（平成20年：居住室の畳数からの推計値）
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（３）耐震性能の状況

　耐震性能を有する住宅は、本県の住宅総数の80%以上となっています。しかし、昭

和55（1980）年以前の旧耐震基準で建設された住宅に着目すると、半数以上は耐震性

能が確保されていない状況です。

　特に木造一戸建て住宅は、約35%が旧耐震基準のストックであり、耐震化も遅れて

います。
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出典：住宅・土地統計調査（平成15年・平成20年）を基に推計

出典：住宅・土地統計調査（平成15年・平成20年）を基に推計
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（４）省エネルギー化の状況

　二重サッシや複層ガラスの使用など、一定の省エネルギー性能を有する住宅ストッ

クの割合は、16.8%と低い状況にあります。また、建築年次別の状況は、築年数が浅い

ものほどその割合が高い傾向にあり、省エネルギー対策は徐々に浸透してきています。

（５）バリアフリー化の状況

　手すりや段差解消などのバリアフリーのための設備がある住宅ストックの割合は、

全体の約半分程度となっています。また、持ち家のバリアフリー化率が約63%であるの

に対して、借家は約25%に留まっており、整備状況が特に低くなっています。
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出典：住宅・土地統計調査（平成20年）

出典：住宅・土地統計調査（平成20年）
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（６）住宅・住環境の評価

　住宅や住環境に対する総合評価では、平成15（2003）年から５年間で改善し、約70%

の人が満足しています（「満足」15.0%、「まあ満足」54.4%の合計）。しかし、高齢者等へ

の配慮については、全体でも58.0%が不満を感じており（「多少不満がある」42.6%、「非

常に不満がある」15.4%の合計）、特に、50代後半から60代前半世代を中心に不満が多

い傾向にあります。

　住宅及び住環境において重要とするものは「火災・地震・水害等に対する安全」「治安、

犯罪発生の防止」など住宅や住環境の安全性に関する事項が上位を占め、「生活利便性」

や「住宅の広さや間取り」が続きます。一方、子育てにとっては、「住宅及び住宅のま

わりの防犯性」が最も重視され、学校や医療機関への利便、近隣とのコミュニティな

どがそれに続きます。
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出典：住宅需要実態調査（平成15年）、住生活総合調査（平成20年） 

出典：住生活総合調査（平成20年） 
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12.2%12.2%
1.9%1.9%

12.3%12.3%
3.6%3.6%
4.7%4.7%

住宅の広さや間取り
収納の多さ、使いやすさ

台所・トイレ・浴室などの使いやすさ
地震・台風時の住宅の安全性

火災時の避難の安全性
住宅の防犯性

住宅のいたみの少なさ
住宅の維持や管理のしやすさ

住宅の断熱性や気密性
省エネルギー対応
高齢者等への配慮

換気性能
居間などの主たる居住室の採光

遮音性（外部）
遮音性（上下階や隣戸 )

火災・地震・水害などに対する安全
敷地やまわりのバリアフリー化の状況

まわりの道路の歩行時の安全
治安、犯罪発生の防止

騒音、大気汚染などの少なさ
通勤・通学などの利便

日常の買い物、医療・福祉・文化施設などの利便
子供の遊び場・公園など

緑・水辺などの自然とのふれあい
敷地の広さや日当たり、通風など空間のゆとり

まちなみ、景観
親や親戚の住宅との距離

近隣の人たちやコミュニティとのかかわり
福祉・介護等の生活支援サービスの状況

子育て支援サービスの状況

0 10 20
（%）

7.4%7.4%
0.6%0.6%
1.2%1.2%

9.6%9.6%
1.7%1.7%

3.5%3.5%
0.7%0.7%
0.6%0.6%
0.3%0.3%
0.6%0.6%
1.8%1.8%

0.0%0.0%
1.2%1.2%
0.8%0.8%
0.6%0.6%

14.8%14.8%
1.0%1.0%

2.7%2.7%
15.2%15.2%

2.0%2.0%
3.7%3.7%

7.9%7.9%
0.9%0.9%
1.1%1.1%

3.2%3.2%
0.5%0.5%
0.4%0.4%

3.8%3.8%
5.6%5.6%

1.6%1.6%

子育てにおいて最も重要と思うもの

住宅及び居住環境において最も重要と思うもの

出典：住生活総合調査（平成20年）

出典：住生活総合調査（平成20年）

― 17 ―

第
１
章



（７）住宅市場の状況

　新築住宅着工数は、平成20（2008）年までは年間７万戸前後で推移してきましたが、

平成21（2009）年以降は５万戸台に大幅に減少しています。

　また、既存住宅の流通シェアは横ばい傾向が続く中、平成21（2009）年に増加がみ

られましたが、まだ全国平均と比べるとまだ低い状況となっています。

新築着工総数（埼玉）
（含・借家、給与住宅）

既存住宅流通量（埼玉） 既存住宅流通比率（埼玉） 既存住宅流通比率（全国）

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

26.926.9

25.625.6

27.527.5 27.927.9 28.728.7 28.728.7

32.132.1
30.030.0

36.836.8
38.238.2

26.126.1 26.126.1 25.725.7 26.226.2
28.228.2

25.825.8

31.631.6 31.331.3

0

10

20

30

40

50

60

70

80

2002
（H14）

2003
（H15）

2004
（H16）

2005
（H17）

2006
（H18）

2007
（H19）

2008
（H20）

2009
（H21）

2010
（H22）

（%）（千件）

埼玉県における既存住宅の流通比率

出典： 新築着工総数　　建築着工統計（各年）
 既存住宅流通量　法務局「登記統計」（各年）及び
  　　　　　　  （社）不動産流通経営協会「不動産流通統計ハンドブック2011年版」全国版より推計

年 2002
（H14）

2003
（H15）

2004
（H16）

2005
（H17）

2006
（H18）

2007
（H19）

2008
（H20）

2009
（H21）

2010年
（H22）

①新築着工総数（件） 65,560 69,284 72,126 76,236 78,933 64,667 71,325 54,198 55,368

②既存住宅流通量（件）　※推計 22,605 24,489 25,431 26,373 28,086 25,353 24,756 25,039 25,236

既存住宅流通比率（埼玉県）
（②／（①＋②）） 25.6% 26.1% 26.1% 25.7% 26.2% 28.2% 25.8% 31.6% 31.3%

既存住宅流通比率（全国） 26.9% 27.5% 27.9% 28.7% 28.7% 32.1% 30.0% 36.8% 38.2%
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（８）高齢期における子との住まい方に関する意向

　高齢期における住まい方については、子との同居、隣居、近居（片道１時間未満）

を望む割合が、年齢が高くなるほど高くなっています。

0 20 40 60 80 100

片道15分未満の場所に住む 片道1時間未満の場所に住む こだわりはない

子はいない わからない 不詳

子と同居する
（二世帯住宅を含む）

子と同一敷地内、または同一住棟
（長屋建・共同住宅）の別の住宅に住む

徒歩5分程度の場所に住む

埼玉県全体

30歳未満

30～ 39歳

40～ 49歳

50～ 54歳

55～ 59歳

60～ 64歳

65～ 74歳

75歳以上

16.0%16.0% 6.8%6.8% 5.2%5.2% 6.8%6.8% 5.9%5.9% 28.2%28.2% 10.9%10.9% 16.1%16.1% 4.1%4.1%

3.2%3.2%

4.1%4.1%

3.3%3.3%

2.8%2.8%

3.4%3.4%

3.5%3.5%

5.4%5.4%

6.1%6.1%

9.5%9.5% 21.2%21.2% 35.1%35.1% 21.6%21.6%3.9%3.9%
3.9%3.9%

1.5%1.5%

0.1%0.1%

11.0%11.0% 7.4%7.4% 6.5%6.5% 29.0%29.0% 11.1%11.1% 23.2%23.2%4.0%4.0%
3.9%3.9%

12.3%12.3% 5.8%5.8% 5.0%5.0% 6.0%6.0% 6.1%6.1% 32.0%32.0% 11.9%11.9% 17.7%17.7%

15.2%15.2% 8.2%8.2% 35.2%35.2% 11.4%11.4% 17.2%17.2%5.3%5.3%
3.3%3.3%

1.3%1.3%

17.7%17.7% 6.6%6.6% 6.6%6.6% 7.7%7.7% 31.0%31.0% 8.4%8.4% 13.2%13.2%5.3%5.3%

18.0%18.0% 6.1%6.1% 5.3%5.3% 8.7%8.7% 5.8%5.8% 29.7%29.7% 10.3%10.3% 12.5%12.5%

19.0%19.0% 8.6%8.6% 7.9%7.9% 7.1%7.1% 6.3%6.3% 24.3%24.3% 7.4%7.4% 14.0%14.0%

25.2%25.2% 11.9%11.9% 8.5%8.5% 6.9%6.9% 6.4%6.4% 10.8%10.8%5.1%5.1% 19.2%19.2%

高齢期における子との住まい方（世帯主年齢別）

出典：住生活総合調査（平成20年）
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（９）地域傾向の二分化

　市町村別の人口は、東京に近い地域において人口が増加する一方で、それ以外の地

域は減少に転じるなど、県内の人口増減に分化傾向が見られます。

～80未満～80未満

（2005年比）（2005年比）
2020年人口指数2020年人口指数

80～90未満80～90未満
90～100未満90～100未満
100～110未満100～110未満
110～以上110～以上

さいたま市さいたま市

戸田市戸田市
蕨市蕨市 川口市川口市

草加市草加市

越谷市越谷市

三
郷
市

三
郷
市八

潮
市

八
潮
市

吉川市吉川市

松
伏
町

松
伏
町

春日部市春日部市

杉戸町杉戸町宮
代
町

宮
代
町

白岡町白岡町

蓮田市蓮田市
伊
奈
町

伊
奈
町

上尾市上尾市

幸手市幸手市久喜市久喜市

桶川市桶川市
北本市北本市

鴻巣市鴻巣市

和
光
市

和
光
市

朝霞市朝霞市
新座市新座市

志
木
市

志
木
市

加須市加須市

羽生市羽生市

行田市行田市

富士見市富士見市
三芳町三芳町

ふじみ野市ふじみ野市

川越市川越市

所沢市所沢市
入間市入間市

狭山市狭山市

飯能市飯能市 日高市日高市

鶴ケ島市鶴ケ島市

坂戸市坂戸市

毛呂山町毛呂山町

越生町越生町

川島町川島町

吉見町吉見町

東松山市東松山市

滑川町滑川町

嵐山町嵐山町

鳩山町鳩山町

小川町小川町

ときがわ町ときがわ町

熊谷市熊谷市
深谷市深谷市

寄居町寄居町

美里町美里町
本庄市本庄市

神川町神川町

上里町上里町

長瀞町長瀞町

皆野町皆野町

東秩父村東秩父村

秩父市秩父市

横瀬町横瀬町

小鹿野町小鹿野町

市町村別人口の将来推計　（指数：平成17（2005）年 → 平成32（2020）年）　（H17=100）

出典：国勢調査（平成17年）、国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県の将来推計人口（平成19年5月推計）
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